
（別添３）変更箇所

文言整理であり、重要な変更
にあたらない。

提出時期に係る説明変更日 項目

平成28年4月12日

変更前の記載 変更後の記載

記載中にある「システム部門」 「情報システム部門」

提出時期

文言整理であり、重要な変更
にあたらない。

平成28年4月12日
Ⅲ－３　リスク２
その他の措置の内容

記載中にある「システム部門」 「情報システム部門」 事後
文言整理であり、重要な変更
にあたらない。

平成28年4月12日

Ⅲ－３　リスク２　アクセス権
限の発行・失効の管理
具体的な管理方法

記載中にある「システム部門」・「システム部門
（総務局情報化推進部）」

「情報システム部門」 事後

平成28年4月12日
Ⅳ－１　②
具体的な内容

記載中にある「情報化推進部」

事後
Ⅲ－３　リスク４
リスクに対する措置の内容

文言整理であり、重要な変更
にあたらない。

公表に伴う日付の変更であ
り、重要な変更にはあたらな
い。

リスクを明らかに軽減させる
変更等に伴う変更。

厚生労働省からの通知に基
づく日付の変更であり、重要
な変更にあたらない。

厚生労働省からの通知に基
づく日付の変更であり、重要
な変更にあたらない。

「平成29年2月23日」 事後

「平成29年4月1日」 事後

平成29年2月20日
Ⅱ－２　⑤
保有開始日

「平成29年6月1日」 「平成29年4月1日」 事後

平成29年5月12日 事後

「情報システム部門」 事後

平成29年5月12日 表紙 平成29年2月23日

平成29年2月20日
Ⅱ－３　⑨
使用開始日

「平成29年6月1日」

平成29年2月23日 表紙 「平成28年4月12日」

リスクを明らかに軽減させる
変更等に伴う変更。

平成29年5月12日
Ⅲ－５　リスク１
その他の措置の内容

（項番３の追記）

３　外部記憶媒体の利用制御システムにより、
事前に登録された外部記憶媒体以外は書き込
みが出来ないようにすることで、不正な情報の
持ち出しを制限する。

事後
リスクを明らかに軽減させる
変更等に伴う変更。

平成29年5月12日
Ⅲ－３　リスク３
リスクに対する措置の内容

１　外部媒体へのデータのコピーを禁じている。
２　システム操作記録を取得しているため、事
務外で使用した場合は直ちに特定可能である
ことを周知している。
３　臨時職員等は、業務上知り得た情報の業務
外利用禁止に関する条項を含む承諾書に署名
する。

１　外部記憶媒体の利用制御システムにより、
事前に登録された外部記憶媒体以外は書き込
みが出来ないようにすることで、不正な情報の
持ち出しを制限する。
２　システムにより操作記録を取得していること
を周知して、定期的に事務外で使用することに
対する注意喚起を行っている。
３　臨時職員等は、業務上知り得た情報の業務
外利用禁止に関する条項を含む承諾書に署名
する。

事後

評価書の様式変更に伴う記
載のため、重要な変更にあた
らない。

令和2年11月27日
個人のプライバシー等の権利
利益の保護の宣言

札幌市は、国民年金に関する事務における特
定個人情報ファイルの取扱いにあたり、特定個
人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー
等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを認
識し、特定個人情報の漏えいその他の事態を
発生させるリスクを軽減させるために適切な措
置をもって個人のプライバシー等の権利利益の
保護に取り組んでいることを宣言する。

札幌市は、国民年金に関する事務における特
定個人情報ファイルの取扱いについて、個人の
プライバシー等の権利利益に影響を及ぼしか
ねないことを認識し、特定個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリスクを軽減させるた
めに適切な措置をもって個人のプライバシー等
の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言
する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

平成31年3月7日 Ⅰ-７　②所属長の役職名 保険企画課長　木村　良彦 保険企画課長 事後

重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－１　②
事務の内容

②申請等の内容に基づき、必要に応じて、本人
及び配偶者、世帯員の住民基本台帳・住民税
課税台帳等の確認を行う。
③日本年金機構年金事務所等より送付された
申請書類等の審査結果等について確認及び保
管等を行う。

２　国民年金の請求等に関する事務
①請求書類（老齢基礎年金裁定請求書等）を受
理し、日本年金機構年金事務所等に送付す
る。
②請求等の内容に基づき、必要に応じて、本人
及び配偶者、世帯員の住民基本台帳・住民税
課税台帳等の確認を行う。
③日本年金機構年金事務所等より送付された
請求書類等の審査結果等について確認及び保
管等を行う。

②申請等の内容に基づき、必要に応じて、被保
険者等の住民基本台帳・住民税課税台帳の確
認を行う。
③日本年金機構年金事務所より送付された申
請書類等の審査結果について確認及び保管を
行う。

２　国民年金の請求に関する事務
①請求書類（老齢基礎年金裁定請求書等）を受
理し、日本年金機構年金事務所に送付する。
②請求の内容に基づき、必要に応じて、被保険
者等の住民基本台帳・住民税課税台帳の確認
を行う。
③日本年金機構年金事務所より送付された請
求書類の審査結果について確認及び保管を行
う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－１　②
事務の内容

札幌市では、国民年金法及びこれに基づく政省
令等により、国民年金に関する事務を行ってい
る。

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（平成25年5月31
日法律第27号。以下、「番号法」という。)別表第
一の31項により、個人番号を利用することがで
きるのは、年金である給付若しくは一時金の支
給、保険料その他徴収金の徴収、基金の設立
の認可又は加入員の資格の取得及び喪失に
関する事項の届出に関する事務であって主務
省令で定めるものとなっている。

ついては、特定個人情報ファイルを以下の事務
で取り扱うこととする。

１　札幌市に住民登録をしている国民年金第１
号被保険者、任意加入者、年金受給権者及び
その配偶者、世帯員（届出等により、これから
上記に該当する者、過去に住民登録をしていた
上記に該当する者を含む。以下、「被保険者
等」と言う。）に関する資格適用、保険料の免除
等に関する事務
①申請書類（年金届書、保険料免除・納付猶予
申請書等）を受理し、日本年金機構年金事務所
等に送付する。

札幌市では、国民年金法（昭和34年法律第141
号）及びこれに基づく政省令等により、国民年
金に関する事務を行っている。

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（平成25年法律
第27号。以下「番号法」という。)別表第一の31
項では、個人番号を利用することができるの
は、国民年金法による年金である給付若しくは
一時金の支給、保険料その他徴収金の徴収、
基金の設立の認可又は加入員の資格の取得
及び喪失に関する事項の届出に関する事務で
あって主務省令で定めるものとされている。

ついては、特定個人情報ファイルを以下の事務
で取り扱う。

１　札幌市に住民登録をしている国民年金第１
号被保険者、任意加入者及び年金受給権者並
びにこれらの配偶者、世帯員（届出等により、こ
れから上記に該当する者、過去に住民登録をし
ていた上記に該当する者を含む。以下「被保険
者等」という。）に係る資格適用、保険料の免除
等に関する事務
①申請書類（年金届書、保険料免除・納付猶予
申請書等）を受理し、日本年金機構年金事務所
に送付する。

事後
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提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

重要な変更にあたらない。
（詳細の追記）

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム１　②
システムの機能

国民年金法及びこれに基づく政省令等により、
被保険者等の届出書等の作成および管理を行
うシステムであり、次の機能を有する。

１　届出書および申請書の印刷機能
２　届出書および申請書の確認機能
　①住民基本台帳の確認
　②住民税課税台帳の確認
３　届出書および申請書の情報の管理機能

被保険者等の届出書等の作成及び管理を行う
システムであり、次の機能を有する。

１　届出書及び申請書の印刷機能
２　届出書及び申請書の確認機能
　①住民基本台帳の確認
　②住民税課税台帳の確認
３　届出書及び申請書に係る情報の管理機能

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－１　②
事務の内容

≪左欄にある※について（以下、評価書中同
じ。）≫
特定個人情報保護評価指針の別表に定める重
要な変更の対象である記載項目である。
※の項目の変更については、特定個人情報保
護評価に関する規則第１１条及び特定個人情
報保護評価指針第６－２（２）で、誤字脱字の修
正等の軽微な変更もしくは個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリスクを明らかに軽減
させる変更である場合を除き、評価を再実施す
ることとされている。

≪左欄にある※について（以下、評価書中同
じ。）≫
特定個人情報保護評価指針（平成26年４月18
日号外特定個人情報保護委員会告示第４号）
の別表に定める重要な変更の対象である記載
項目である。
※の項目の変更については、特定個人情報保
護評価に関する規則（平成26年特定個人情報
保護委員会規則第１号）第１１条及び特定個人
情報保護評価指針第６－２（２）で、誤字脱字の
修正等の軽微な変更又は個人情報の漏えいそ
の他の事態を発生させるリスクを明らかに軽減
させる変更である場合を除き、評価を再実施す
ることとされている。

事後

重要な変更にあたらない。
（詳細の追記）

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム２　②
システムの機能

３　団体内統合宛名番号の検索
個人番号・各業務で管理している番号等を検索
条件とした団体内統合宛名番号検索を行う。
４　職員認証・権限の管理
システム基盤（団体内統合宛名）を利用する職
員の認証と職員に付与された権限に基づいた
各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を
行う。
５　情報連携記録の管理
情報連携記録の生成・管理を行う。
６　セキュリティの管理
庁内各業務システム専用エリア利用のための
ID・パスワードの管理及びユーザの認証を行
う。

３　団体内統合宛名番号の検索
　個人番号・各業務で管理している番号等を検
索条件とした団体内統合宛名番号検索を行う。
４　職員認証・権限の管理
　システム基盤（団体内統合宛名）を利用する
職員の認証と職員に付与した権限に基づき各
種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行
う。
５　情報連携記録の管理
　情報連携記録の生成・管理を行う。
６　セキュリティの管理
　庁内各業務システムの利用のためのID・パス
ワードの管理及びユーザの認証を行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム２　②
システムの機能

団体内統合宛名番号・個人番号・各業務で管
理している番号の紐付け管理の機能を有する。
１　団体内統合宛名番号の登録・管理
個人番号を把握したことを契機として、団体内
統合宛名番号の付番と、個人番号や各業務で
管理している番号の関連づけを行う。
２　符号取得状況の管理
中間サーバー・プラットフォームとの間で、符号
取得が完了しているかの状況管理を行う。（年
金システムは中間サーバー・プラットフォームを
利用しない）

札幌市のシステムであり、団体内統合宛名番
号、個人番号及び各業務で管理している番号
の紐付け管理の機能を有する。
１　団体内統合宛名番号の登録・管理
　団体内統合宛名番号を付番し、個人番号や
各業務で管理している番号の関連づけを行う。
　※（団体内統合）宛名番号…「誰」の情報であ
るかを特定するために、各自治体内で共通して
用いる番号。宛名番号は、それぞれの自治体
の各業務システム（社会保障システム、地方税
システム等）において、社会保障関係情報や地
方税情報などと紐づけられている。国が管理す
る情報提供ネットワークシステムを利用して情
報照会・情報提供を行う際には、セキュリティの
観点から個人番号を直接用いるのではなく、宛
名番号を媒介としてやりとりする仕組みになっ
ている。
２　符号取得状況の管理
　中間サーバー・プラットフォームとの間で、符
号の取得が完了しているかの状況管理を行う
（年金システムは情報提供ネットワークを用い
た情報連携を行わないため、中間サーバープ
ラットフォームを利用しない。）。
　※符号…情報提供ネットワーク内で個人を特
定するために用いられる見えない番号

事後

重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム３　②
システムの機能

既存住基システムより住民基本台帳の情報を
受領し、情報を再編成のうえ、庁内の住民基本
台帳の情報を必要とするシステムへ、情報移転
するためのシステム機能を有する。住民基本台
帳ファイル利用申請を行い、承認を受けている
システムにのみ住民基本台帳の情報を連携す
る。
１　既存住基システムからのデータ受領
既存住基システムで発生した異動データを受領
し、情報連携が認められた情報移転先のシステ
ムに、必要と認められた項目について送信す
る。
２　住記異動情報の連携
随時（リアルタイム）で既存住基システムから送
信された異動データについて、要求に応じてシ
ステム基盤（団体内統合宛名）や庁内各業務シ
ステムへ渡す。
※当該異動データには個人番号が含まれる
が、個人番号を利用しない業務システムに対し
ては個人番号を含まないデータ内容で連携す
る。

札幌市のシステムであり、既存住基システムか
ら住民基本台帳の情報を受領し、その住民基
本台帳の情報を移転が認められた項目のみに
再編成した上で、庁内の各システムに情報移
転する機能を有する。情報移転は、情報システ
ム部へ住民基本台帳ファイル利用申請を行い、
承認を受けたシステムに対してのみ行う。
１　既存住基システムからのデータ受領
　既存住基システムのデータを受領し、承認を
受けているシステムにのみ必要な項目を送信
する。
２　住民記録の異動情報の連携
　随時（リアルタイム）で既存住基システムから
送信されたデータを、要求に応じてシステム基
盤（団体内統合宛名）や庁内各業務システムへ
渡す。
　※当該データには個人番号が含まれるが、個
人番号を利用しない業務システムに対しては個
人番号を含まないデータ内容で渡す。

事後
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提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム３　②
システムの機能

３　システム基盤（市中間サーバー）への情報
転送
番号法別表第二に基づき、世帯情報をシステ
ム基盤（市中間サーバー）へ転送する。
４　職員認証・権限の管理
各システムで適切にアクセス制御を行えるよ
う、システムを利用する職員の認証情報を管理
する。
５　情報連携記録の管理
情報連携記録の生成・管理を行う。

３　システム基盤（市中間サーバー）への情報
転送
　世帯情報のうち、番号法別表第二に定められ
た情報をシステム基盤（市中間サーバー）へ転
送する。
４　職員認証・権限の管理
　各システムで適切にアクセス制御を行えるよ
う、システムを利用する職員の認証情報を管理
する。
５　情報連携記録の管理
　情報連携記録の生成・管理を行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム４　②
システムの機能

システム基盤（個人基本）より住民基本台帳の
情報を受領し社会保障業務（国民健康保険、国
民年金、介護保険、後期高齢者医療、高齢・障
がい福祉、児童福祉などの業務）で活用すると
ともに、個人（および法人）を管理し、宛名情
報、応対記録、口座情報及び税宛名から連携さ
れる課税情報などを集約管理する機能群であ
る。
１　システム基盤（個人基本）からの住記異動情
報連携
システム基盤（個人基本）から住民基本台帳の
異動情報を受領し、必要に応じて情報を反映す
る。
２　税宛名からの課税情報連携
税宛名から課税額、所得額、収入額などの課
税情報を受領し、必要に応じて各社会保障シス
テムへ情報連携する。

システム基盤（個人基本）から住民基本台帳の
情報を受領し、社会保障業務（国民健康保険、
国民年金、介護保険、後期高齢者医療、高齢・
障がい福祉、児童福祉などの業務）で活用す
る。個人（及び法人）の宛名情報、応対記録、口
座情報及び税宛名から連携される課税情報な
どを集約管理する。
１　システム基盤（個人基本）からの住記異動情
報連携
　システム基盤（個人基本）から住民基本台帳
の異動情報を受領し、必要に応じて情報を反映
する。
２　システム基盤（税宛名）からの課税情報連携
　システム基盤（税宛名）から課税額、所得額、
収入額などの課税情報を受領し、必要に応じて
各社会保障システムへ情報連携する。

事後

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム４　②
システムの機能

３　社会保障宛名管理
社会保障業務共通で利用する個人および法人
の情報を記録し、必要に応じて各社会保障シス
テムへ情報連携する。また、住登外者の基本４
情報（氏名・性別・生年月日・住所）を管理する。
４　システム基盤（団体内統合宛名）連携
システム基盤（団体内統合宛名）にて、団体内
統合宛名番号・個人番号・各業務で管理してい
る番号の紐付け管理を行うために、社会保障
業務として把握した対象者について、社会保障
業務として管理している番号を連携する。

３　社会保障宛名管理
　社会保障業務共通で利用する個人（及び法
人）の情報を記録し、必要に応じて各社会保障
システムへ情報連携する。また、住登外者の基
本４情報（氏名・性別・生年月日・住所）を管理
する。
４　システム基盤（団体内統合宛名）連携
　システム基盤（団体内統合宛名）にて、団体
内統合宛名番号・個人番号・各業務で管理して
いる番号の紐付け管理を行うために、社会保障
業務で把握した対象者について、社会保障業
務で管理している番号を連携する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－２　システム５　②
システムの機能

システム基盤（個人基本）より住民基本台帳の
情報を受領し税業務で活用するとともに、個人
および法人を管理し、納付書情報や応対記録、
口座情報などを集約管理する機能群である。
１　システム基盤（個人基本）からの住記異動情
報連携
システム基盤（個人基本）から住民基本台帳の
異動情報を受領し、必要に応じて情報を反映す
る。
２　税宛名管理
税業務共通で利用する個人および法人の情報
を記録し、必要に応じて各税システムへ情報連
携する。また、住登外者の基本４情報（氏名・性
別・生年月日・住所）を管理する。
３　システム基盤（団体内統合宛名）連携
システム基盤（団体内統合宛名）にて、団体内
統合宛名番号・個人番号・各業務で管理してい
る番号の紐付け管理を行うために、税業務とし
て把握した対象者について、税業務として管理
している番号を連携する。
４　社会保障宛名への課税情報連携
課税額、所得額、収入額などの課税情報を社
会保障宛名へ情報連携する。

システム基盤（個人基本）から住民基本台帳の
情報を受領し、税業務で活用する。個人（及び
法人）の納付書情報や応対記録、口座情報な
どを集約管理する。
１　システム基盤（個人基本）からの住基異動情
報連携
　システム基盤（個人基本）から住民基本台帳
の異動情報を受領し、必要に応じて情報を反映
する。
２　税宛名管理
　税業務共通で利用する個人（及び法人）の情
報を記録し、必要に応じて各税システムへ情報
連携する。
また、住登外者の基本４情報（氏名・性別・生年
月日・住所）を管理する。
３　システム基盤（団体内統合宛名）連携
　システム基盤（団体内統合宛名）にて、団体
内統合宛名番号・個人番号・各業務で管理して
いる番号の紐付け管理を行うために、税業務で
把握した対象者について、税業務で管理してい
る番号を連携する。
４　システム基盤（社会保障宛名）への課税情
報連携
　課税額、所得額、収入額などの課税情報をシ
ステム基盤（社会保障宛名）へ情報連携する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－４　①
事務実施上の必要性

被保険者等が行う届出等は基礎年金番号が基
本であったが、番号制度導入後は個人番号が
基本となるため。

被保険者等が行う届出等は基礎年金番号を基
本にして行ってきたが、番号制度導入により個
人番号が基本となるため。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－４　②
実現が期待されるメリット

被保険者等が行う届出等の際に所得情報等の
添付資料を省略することができるほか、行政に
よる審査等において事務効率の向上が図られ
る。

１．被保険者等が行う届出等の際に所得情報
等の添付資料を省略することができる。
２．行政による審査等の事務効率を向上するこ
とができる。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅰ－５
法令上の根拠

番号法第９条第１項　別表第一　３１項
番号法第９条第１項　別表第一の３１の項
番号法別表第一の主務省令で定める事務を定
める命令　第２４条の２

事後
重要な変更にあたらない。
（詳細の追記）

令和2年11月27日
（別添１）
（備考）

①被保険者等からの国民年金に関する届出等
の受付。
②必要に応じ、被保険者等の年金状況を日本
年金機構に照会する。

①被保険者等からの国民年金に関する届出等
を受け付ける。
②必要に応じ、被保険者等の年金加入状況を
日本年金機構に照会する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅱ－２　③
対象となる本人の範囲
その必要性

被保険者等の個人の特定や届書等の記載内
容を確認するため、必要な範囲の特定個人情
報を保有する必要がある。

個人の特定や届書等の記載内容を確認するた
め、上記の範囲の特定個人情報を保有する必
要がある。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）
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提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年11月27日

Ⅱ－２　④
記録される項目
その妥当性

１　識別情報：対象者を正確に特定するために
保有
２　連絡先情報：被保険者より提出された届出
等の記載内容を確認するために保有
３　業務関係情
　①地方税関係情報：被保険者より提出された
届書等の課税状況を確認するために保有
　②生活保護・社会福祉関係情報：被保険者よ
り提出された法定免除該当届書の該当理由を
確認するために保有
　③年金関係情報：被保険者より提出された届
出書等の情報を管理保管するために保有

１　識別情報：対象者を正確に特定するために
保有
２　連絡先情報：被保険者から提出された届出
等の記載内容を確認するために保有
３　業務関係情報
　①地方税関係情報：被保険者から提出された
届書等の課税状況を確認するために保有
　②生活保護・社会福祉関係情報：被保険者か
ら提出された法定免除該当届書の該当理由を
確認するために保有
　③年金関係情報：被保険者から提出された届
書等の情報を管理保管するために保有

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅱ－３　②
入手方法

〔○〕その他（システム基盤） 〔○〕庁内連携システム 事後
重要な変更にあたらない。
（誤記の修正）

令和2年11月27日
Ⅱ－３　③
入手の時期・頻度

札幌市内部で保有する情報については、システ
ム基盤により、随時（届書等受領時）入手。
日本年金機構で保有する情報については、紙
あるいは電子媒体により、週次または年次によ
り入手。

札幌市内部で保有する情報については、システ
ム基盤により、随時（届書等受領時）入手。
日本年金機構で保有する情報については、紙
又は電子媒体により、週次又は年次により入
手。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅱ－３　⑤
本人への明示

国民年金法並びに番号法第９条第１項別表第
一（第３１項）の規定による。庁内連携による入
手は番号法第９条第２項の規定に基づき制定
する条例において明示されている。

国民年金法及び番号法第９条第１項別表第一
（第３１項）の規定による。庁内連携による入手
は番号法第９条第２項の規定に基づき制定す
る条例において明示されている。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅱ－３　⑥
使用目的

行政運営の効率化と公平・公正な国民年金に
関する事務を行うため。

行政運営の効率化と公平・公正な国民年金に
関する事務のため。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅱ－３　⑧
使用方法

①個人番号により本人確認を行うほか、年金シ
ステムに市民の情報を画面上に表示し、提出さ
れた届書等の内容に誤り等が無いか確認す
る。被保険者等が希望する場合は、個人情報
が印字された届書等を出力する。確認において
は、必要に応じて、ねんきんネットにより、国民
年金加入状況を参照する。提出された書類に
ついて、日本年金機構年金事務所等に送付を
行う。
②日本年金機構年金事務所等が行う加入者等
に関する所得状況照会に対し、電算処理等に
より回答を行う。
③日本年金機構年金事務所等から審査結果等
について送付された場合は、その内容について
確認を行い、誤りが無い場合は、結果を年金シ
ステムに登録し、管理を行う。

①個人番号により本人確認を行うほか、年金シ
ステムで市民の情報を画面上に表示し、提出さ
れた届書等の内容に誤り等が無いか確認す
る。確認においては、必要に応じて、ねんきん
ネットにより、国民年金加入状況を参照する。
提出された書類は、日本年金機構年金事務所
に送付する。被保険者等が希望する場合は、
個人情報が印字された届書等を出力する。
②日本年金機構年金事務所が行う加入者等に
関する所得状況照会に対し、電算処理等により
回答する。
③日本年金機構年金事務所から送付された審
査結果について、その内容について確認を行
い、結果を年金システムに登録し、管理する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅱ－３　⑧
使用方法
情報の突合

１　個人番号カード等により、正確な本人確認と
個人番号の真正性を確認する。
２　内部識別番号の基礎年金番号と個人番号
を紐付けて使用する。

１　個人番号カード等により、正確に本人確認
をして個人番号の真正性を確認する。
２　内部識別番号である基礎年金番号と個人番
号を紐付けて使用する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅱ－３　⑧
使用方法
権利利益に影響を与え得る決
定

権利利益に関する決定はすべて日本年金機構
が行い、札幌市では行わない。

権利利益に関する決定は全て日本年金機構が
行い、札幌市では行わない。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅱ－４　②
取扱いを委託する特定個人情
報ファイルの範囲
その妥当性

システムを安定的に運用するとともに、システ
ムの保守を実施するために、システム運用・保
守の技術を保有する民間事業者に委託する。

システムを安定的に運用するとともに、システ
ムの保守を実施するために、特定個人情報ファ
イルの全体についてシステム運用・保守の技術
を保有する民間事業者に委託する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅱ－４　⑥
委託先名

札幌総合情報センター株式会社（予定） 競争入札により決定する。 事後
重要な変更にあたらない。
（記載の修正）

令和2年11月27日
Ⅱ－５　②
提携先における用途

番号法第９条第１項　別表第一（第３１項）

国民年金法による年金である給付若しくは一時
金の支給、保険料その他徴収金の徴収、基金
の設立の認可又は加入員の資格の取得及び
喪失に関する事項の届出に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

事後
重要な変更にあたらない。
（詳細の追記）

令和2年11月27日
Ⅱ－６　①
保険場所

＜札幌市における措置＞
１　セキュリティゲートにて入退館管理をしてい
る建物の中で、さらに入退館管理を行っている
部屋に設置したサーバー内に保管する。
２　サーバーへのアクセスはＩＤ及びパスワード
による認証が必要となる。

＜札幌市における措置＞
１　セキュリティゲートにて入退館管理をしてい
る建物の中で、さらに入退室管理を行っている
部屋に設置したサーバー内に保管する。
２　サーバーへのアクセスはＩＤ及びパスワード
による認証が必要となる。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅲ－２　リスク１
リスクへの対策は十分か

十分である 特に力を入れている 事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを軽減させる変更）
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令和2年11月27日
Ⅲ－３　リスク３
リスクに対する措置の内容

１　外部記憶媒体の利用制御システムにより、
事前に登録された外部記憶媒体以外は書き込
みが出来ないようにすることで、不正な情報の
持ち出しを制限する。
２　システムにより操作記録を取得していること
を周知して、定期的に事務外で使用することに
対する注意喚起を行っている。
３　臨時職員等は、業務上知り得た情報の業務
外利用禁止に関する条項を含む承諾書に署名
する。

１　外部記憶媒体へのコピーを原則禁止してい
る。また、例外については、実施手順により定
められている。
２　システムにより操作記録を取得していること
を周知して、定期的に事務外で使用することに
対する注意喚起を行っている。
３　会計年度任用職員等は、業務上知り得た情
報の業務外利用禁止に関する条項を含む承諾
書に署名する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅲ－３　リスク４
リスクに対する措置の内容

１　システム上、管理権限を与えられた者以外、
情報の複製は行えない仕組みとなっている。
２　セキュリティ実施手順に情報システム部門
の承認を得なければ、情報の複製は認められ
ない仕組みとなっている。

１　システム上、管理権限を与えられた者以外、
情報の複製は行えない仕組みとなっている。
２　情報システム部門の承認を得なければ、情
報の複製は認められない仕組みとなっている。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－３　リスク２
アクセス権限の発効・失効の
管理
具体的な管理方法

１　発効管理
①　認証サーバーにおいて、職員の所属及び
業務によりアクセス権限をパターン化することに
よって、必要最小限の権限が付与されるよう管
理している。
②　アクセス権限の付与を行う際、実施手順に
基づき、業務主管部門（「Ⅱ．２．⑥事務担当部
署」の所属長）から情報システム部門に対して
申請を行うこととしている。
２　失効管理
　　人事異動等によりアクセス権に変更が生じ
た場合は、実施手順に基づき業務主管部門は
情報システム部門に対して、速やかに失効の
申請を行うこととしている。

１　発効管理
①　職員ごとに必要最小限の権限が付与され
るよう管理している。
②　アクセス権限の付与を行う際、実施手順に
基づき、業務主管部門（「Ⅱ．２．⑥事務担当部
署」の所属長）から情報システム部門に対して
申請を行う。
２　失効管理
　　人事異動等によりアクセス権に変更が生じ
た場合は、実施手順に基づき業務主管部門は
情報システム部門に対して、速やかに失効の
申請を行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅲ－３　リスク２
その他の措置の内容

３　システム使用中以外は必ずログオフを行う
旨、実施手順に記載し周知するとともに、一定
時間端末を操作しなかった場合は再度パス
ワード認証を要求する設定としている。

３　システム使用中以外はログオフを行う。 事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅲ－２　リスク４
リスクに対する措置の内容

＜年金システムにおける措置＞
１　紙媒体及び電子媒体により提出された申請
等情報は、鍵付きの保管庫で保管する。
２　システムで表示する内容は第三者に見られ
ないよう、画面の位置に配慮する。

＜システム基盤における措置＞
システム基盤における接続は専用回線を用い
ているため外部に漏れることはない。

＜年金システムにおける措置＞
１　紙媒体及び電子媒体により提出された申請
等情報は、鍵付きの保管庫で保管する。
２　システムで表示する内容は第三者に見られ
ないよう、モニター画面の配置に配慮する。

＜システム基盤における措置＞
システム基盤における接続は専用回線を用い
ているため外部に漏れることはない。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－３　リスク１
宛名システム等における措置
の内容

１　国民年金業務に関する宛名情報の保存は、
システム基盤（社会保障宛名）において実施し
ており、事務で使用する部署の職員のみが当
該情報にアクセスし、利用できる仕組みとなっ
ている。
２　国民年金業務以外との情報連携は、番号法
や条例などの関係法令で定められた必要な範
囲に限定される。
３　システム基盤（個人基本）との連携は、住民
基本台帳に関する情報連携に限定される。
４　システム基盤（団体内統合宛名）との連携
は、番号制度に伴う、個人特定に必要な範囲に
限定される。

１　国民年金業務に関する宛名情報は、システ
ム基盤（社会保障宛名）に保存しており、事務で
使用する部署の職員のみが当該情報にアクセ
スし、利用できる仕組みとなっている。
２　国民年金業務以外との情報連携は、番号法
や条例などの関係法令で定められた必要な範
囲に限定される仕組みとなっている。
３　システム基盤（個人基本）との連携は、住民
基本台帳に関する情報連携に限定される仕組
みとなっている。
４　システム基盤（団体内統合宛名）との連携
は、番号制度に伴う、個人の特定に必要な範囲
に限定される仕組みとなっている。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅲ－２　リスク２
リスクに対する措置の内容

＜年金システムにおける措置＞
１　住民からの申請等情報については、法令等
において手続きに必要な事項を規定した様式を
示していることから、申請等の手続きを行う者
は個人番号の記載が必要であると認識した上
で申請書等を提出することとしており、不適切
に入手することはない。
２　紙媒体により提出される申請等情報は、札
幌市を送付先としており、詐取・奪取が行われ
ることはない。

＜システム基盤における措置＞
システムへのアクセスについては、業務システ
ム端末からの制限された利用者によるものの
みとしており、それ以外の方法ではアクセスは
できない。

＜システム外の措置＞
窓口等で個人番号の提示を受けるときは、法令
で定める本人確認を行ったうえで受付を行う。

＜年金システムにおける措置＞
１　手続に当たっては、個人番号の記載が必要
であることを認識してもらった上で、申請書等を
提出してもらう。これにより、本人が知らぬ間に
個人番号を提出してしまうことを防止している。
２　紙媒体の申請等情報は、本人等が来庁して
提出するか、直接札幌市に郵送するため、中間
で詐取・奪取が行われるリスクは低い。

＜システム基盤における措置＞
システムへアクセスできる職員と端末を限定し
ている。

＜システム外の措置＞
窓口等で個人番号の提示を受けるときは、法令
で定める本人確認を行った上で受付を行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－２　リスク３
個人番号の真正性確認の措
置の内容

個人番号カード又は通知カード、年金手帳、年
金証書、その他身分証明書の提示を受け、既
に登録された宛名情報の基本４情報（氏名・住
所・性別・生年月日）と差異がないか比較するこ
とにより、個人番号の真正性を確認する。

個人番号カード又は通知カード、年金手帳、年
金証書、その他身分証明書の提示を受け、登
録済みの基本４情報（氏名・住所・性別・生年月
日）と差異がないか比較することにより、個人番
号の真正性を確認する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－２　リスク３
特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

１　上記の通り、入手の各段階で、本人確認とと
もに、特定個人情報の正確性を確保している。
２　職員にて収集した情報に基づいて、適宜、
職権で修正することで、正確性を確保してい
る。

１　入手の各段階で本人確認を行う。
２　職員が収集した情報に基づいて、不正確な
情報があれば修正している。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）
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提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年11月27日

Ⅲ－４　再委託先による特定
個人情報ファイルの適切な取
扱いの確保

十分に行っている 特に力を入れて行っている 事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを軽減させる変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４　再委託先による特定
個人情報ファイルの適切な取
扱いの確保
具体的な方法

委託先に対し、業務委託契約書における遵守
事項を再委託先に周知徹底し遵守させている。
セキュリティ保全状況に関する報告を定期的に
提示させている。

当該委託業務の契約書では、「特定個人情報
等の取扱いに関する特記事項」を遵守するよう
定めている。この特記事項の中で、再委託する
ときは必ず札幌市の許諾を得ることと規定して
いる。その際には、再委託先が札幌市の規定
する特定個人情報取扱安全管理基準に適合し
ているか予め確認して許諾することと規定して
いる。
また、再委託先における特定個人情報等の取
扱状況についても定期的に報告させている。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４　特定個人情報の消去
ルール
ルール内容及びルール遵守
の確認方法

サーバー室および事務室からの情報の持ち出
しは禁止している。
委託先が特定個人情報を消去する場合は、本
市の指示に基づき実施する。

（内容）
当該委託業務の契約書では、「特定個人情報
等の取扱いに関する特記事項」を遵守するよう
定めている。
（確認方法）
この特記事項の中で、札幌市の指定する手段
で消去し、その内容を記録した書面で報告する
ことを規定している。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４
委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定
規定の内容

個人情報取扱注意事項として以下を契約書に
明記している。
１　個人情報の保護
２　複写、複製の禁止
３　目的外使用の禁止
４　情報の返還

当該委託業務の契約書では「特定個人情報等
の取扱いに関する特記事項」を遵守するよう定
めており、以下の事項を規定している。
１　秘密保持義務
２　事業所内からの特定個人情報の持ち出しの
禁止
３　特定個人情報の目的外利用の禁止
４　再委託における条件
５　漏えい事案等が発生した場合の委託先の
責任
６　委託契約終了後の特定個人情報の返却又
は廃棄
７　特定個人情報を取り扱う従業者の明確化
８　従業者に対する監督・教育、契約内容の遵
守状況についての報告
９　必要があると認めるときは実地の監査、調
査等を行うこと

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４　特定個人情報の提供
ルール
委託先から他者への提供に
関するルール内容及びルー
ル遵守の確認方法

サーバー室および事務室からの情報の持ち出
し禁止を仕様書に明記している。また、セキュリ
ティ保全の対策状況について定期的に報告さ
せている。

（内容）
当該委託業務の契約書では、「特定個人情報
等の取扱いに関する特記事項」を遵守するよう
定めている。
（確認方法）
この特記事項の中で、第三者への提供の禁止
を規定している。また、遵守内容について定期
的に報告させている。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４　特定個人情報の提供
ルール
委託元と委託先間の提供に
関するルール内容及びルー
ル遵守の確認方法

サーバ室および事務室からの情報の持ち出し
禁止を仕様書に明記している。また、セキュリ
ティ保全の対策状況について定期的に報告さ
せている。

（内容）
当該委託業務の契約書では、「特定個人情報
等の取扱いに関する特記事項」を遵守するよう
定めている。
（確認方法）
この特記事項の中で、札幌市の指定する手段
で特定個人情報等の受渡しや確認を行うことを
規定している。また遵守内容について定期的に
報告させている。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４　特定個人情報ファイ
ルの閲覧者・更新者の制限
具体的な制限方法

サーバー室や事務室の入退室を従業者に配布
しているICカードにより制限し不正な侵入を防
止している。
また、端末機の操作者ごとにフォルダへのアク
セス権限を設定し、利用可能なファイルを制限
する等の方法を定める。

１　特定個人情報を取り扱う従業者の名簿を提
出させる。
２　電子計算機等のアクセス権限を設定し、アク
セスできる従業者を限定させる。
３　サーバ室や事務室の入退室を従業者に配
布しているICカードにより制限し不正な侵入を
防止している。
また、端末機の操作者ごとにフォルダへのアク
セス権限を設定し、利用可能なファイルを制限
する等の方法を定める。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－４　特定個人情報ファイ
ルの取扱いの記録
具体的な方法

システム操作記録による記録を残している。ま
た、データベースへの接続監視を行い、30分毎
に担当職員へメールで監視状況が通知される
ようになっており、申請のない接続を把握できる
ようになっている。

システム操作記録による記録を残している。ま
た、データベースへの接続監視を行い、30分毎
に担当職員へメールで監視状況が通知される
ようになっており、いつ・だれが・どのデータベー
スに・どのようなアクセスをしたかを把握できる
ようになっている。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－３
特定個人情報の使用におけ
るその他のリスク及びそのリ
スクに対する措置

４　画面のハードコピーの取得は、事務処理に
必要となる範囲にとどめる。

４　事務処理に必要のない画面のハードコピー
は取得しない。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－４
情報保護管理体制の確認

契約毎に被指名者選考委員会を開いて審議
し、指名見積参加者選考調書に記録している。
審査基準は札幌市役務契約事務取扱要領およ
び札幌市競争入札参加資格審査等取扱要領
による。

札幌市が規定する特定個人情報取扱安全管理
基準に適合しているかあらかじめ確認して委託
契約を締結している。

事後
重要な変更にあたらない。
（期間経過による変更）
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提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

令和2年11月27日

Ⅳ－１　①
自己点検
具体的なチェック方法

＜札幌市における措置＞
札幌市で毎年実施しているセキュリティ内部監
査の際に、各職場において、本評価書に記載さ
れた事項が順守されているかどうか、自己点検
表による確認を行う。

＜札幌市における措置＞
札幌市で毎年実施している個人番号利用事務
監査の際に、各職場において、本評価書に記
載された事項等が遵守されているかどうか、自
己点検票による確認を行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の修正）

令和2年11月27日
Ⅲ－７　リスク２
リスクへの対策は十分か

十分である 特に力を入れている 事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを軽減させる変更）

令和2年11月27日

Ⅲ－７　リスク３
消去手順
手順の内容

１　届書等については、3年経過をもって破壊処
分を行っている。
２　日本年金機構年金事務所等から送付された
審査結果等については、1年経過をもって破壊
処分を行っている。
３　不要となったデータは、調査の上、情報を消
去する。
４　磁気ディスクの廃棄時は、内容の復元がで
きないように消去または物理的破砕等を行う。

１　届書等については、3年経過をもって廃棄し
ている。
２　日本年金機構年金事務所等から送付された
審査結果については、1年経過をもって廃棄し
ている。
３　不要となったデータは、調査の上、情報を消
去する。
４　磁気ディスクの廃棄時は、内容の復元がで
きないように消去又は物理的破砕等を行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－７　リスク１　⑤
物理的対策
具体的な対策の内容

＜札幌市における措置＞
１　サーバー室は、機械による入退室管理設備
を設置し、入退室カード（ＩＣカード）を貸与された
者でないと入室できない。また、入退室の記録
は保存され、監視カメラも設置している。
２　磁気ディスクやドキュメント類は施錠可能な
保管庫で保存している。
３　電気通信装置（ルータ・ＨＵＢ）は施錠可能な
ラックに設置している。

＜札幌市における措置＞
１　サーバー室は、機械による入退室管理設備
を設置し、入退室カード（ＩＣカード）を貸与された
者でないと入室できない。また、入退室の記録
は保存され、監視カメラも設置している。
２　磁気ディスクや書類は施錠可能な保管庫で
保存している。
３　電気通信装置（ルータ・ＨＵＢ）は施錠可能な
ラックに設置している。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－７　リスク１　⑥
技術的対策
具体的な対策の内容

＜札幌市における措置＞
１　コンピュータウイルス監視ソフトを使用し、
サーバー・端末双方でウイルスチェックを実施
する。また、新種の不正プログラムに対応する
ために、ウイルスパターンファイルは定期的に
更新し、可能な限り最新のものを使用する。併
せて、端末機及びサーバー機のハードディスク
ドライブの全ファイルのウイルススキャンを毎週
１回、自動実行する。
２　本市の情報セキュリティに関する規程に基
づき、ネットワーク管理に係る手順等を整備す
るとともに、機器を設置する際はファイアウォー
ルを敷設することとしている。

＜札幌市における措置＞
１　コンピュータウイルス監視ソフトを使用し、
サーバー・端末双方でウイルスチェックを実施
する。また、新種の不正プログラムに対応する
ために、ウイルスパターンファイルは定期的に
更新し、可能な限り最新のものを使用する。併
せて、端末機及びサーバー機のハードディスク
ドライブの全ファイルのウイルススキャンを毎週
１回、自動実行する。
２　本市の情報セキュリティに関する規程に基
づき、ネットワーク管理に係る手順等を整備す
るとともに、機器を設置する際はファイアウォー
ルを敷設する。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日
Ⅲ－５　リスク２
リスクに対する措置の内容

１　管理されたネットワーク上で行われる、シス
テム処理による通信により、特定個人情報の提
供・移転が行われるため、誤った相手への提
供・移転は行われない。
２　システム処理によらない特定個人情報の提
供・移転を行う必要がある場合は、業務主管部
門からの事前手続きに基づいて、情報システム
部門の管理の下に実施する。

１　提供を行う特定個人情報の作成は、システ
ム処理により作成する。
２　特定個人情報の提供・移転を行う場合は、
実施手順に基づいて行う。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日
Ⅲ－５　リスク３
リスクに対する措置の内容

１　誤った情報を提供・移転してしまうリスクへ
の措置
①　システム操作者は特定個人情報の入力結
果に誤りがないか、必ず確認を行う。
②　情報を提供するファイルはシステム処理で
作成されており、定義された情報以外は提供さ
れない。
③　システムによるエラーチェックとして、入力
内容や計算内容のチェックが行われている。
２　誤った相手に提供・移転してしまうリスクへ
の措置
①　情報の送付は、記録付き郵便又は、持ち込
みにより行っている。また、持ち込みの際には
受取人が確認できる形式で行っている。

１　誤った情報を提供・移転してしまうリスクへ
の措置
①　システム操作者は特定個人情報の入力結
果に誤りがないか、必ず確認を行う。
②　情報を提供するファイルはシステム処理で
作成されており、定義された情報以外は提供さ
れない。
③　システムによるエラーチェックとして、入力
内容や計算内容のチェックが行われている。
２　誤った相手に提供・移転してしまうリスクへ
の措置
①　情報の送付は、記録付き郵便又は持ち込
みにより行っている。また、持ち込みの際には
受取人が確認できる形式で行っている。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の整理）

令和2年11月27日

Ⅲ－５　リスク１
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

個人情報（特定個人情報を含む）の提供・移転
は、番号法や条例などの関係法令で定められ
た必要な範囲に限定される。

（内容）
特定個人情報の提供・移転は、番号法や条例
などの関係法令で定められた必要な範囲に限
定される。
（確認方法）
個人番号利用事務監査を実施し、提供・移転が
適切であるか確認している。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）

令和2年11月27日
Ⅲ－５　リスク１
その他の措置の内容

１　「サーバー室等への入室権限」及び「本特定
個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス
権限」を有する者を管理し、情報の持ち出しを
制限する。
２　外部記憶媒体へのコピーを原則禁止してい
る。また、例外については、実施手順により定
められている。
３　外部記憶媒体の利用制御システムにより、
事前に登録された外部記憶媒体以外は書き込
みが出来ないようにすることで、不正な情報の
持ち出しを制限する。

１　「サーバー室等への入室権限」及び「本特定
個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス
権限」を有する者を管理し、情報の持ち出しを
制限する。
２　外部記憶媒体へのコピーを原則禁止してい
る。また、例外については、実施手順により定
められている。

事後
重要な変更にあたらない。
（リスクを明らかに軽減させる
変更）
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令和2年11月27日

Ⅵ－３　③
第三者点検
結果

特定個人情報保護評価書に記載された特定個
人情報ファイルの取扱いについては、特定個人
情報保護評価指針に定める実施手続等に適合
しており、特定個人情報保護評価の目的等に
照らし妥当であるとの答申を得た。

特定個人情報保護評価書に記載された特定個
人情報ファイルの取扱い及び保護措置が適正
であると認められるとの答申を得た。

事後
重要な変更にあたらない。
（再実施による修正）

令和2年11月27日

Ⅵ－２　⑤
国民・住民等からの意見の聴
取
評価書への反映

・情報連携は、札幌市情報公開・個人情報保護
審議会による承認ではなく番号法や条例など
関係法令の規定に基づくものであるため、Ⅲ-３
-リスク１およびⅢ-５-リスク１の記載をそのよう
に修正。
・本市が行う国民年金事務においては、情報提
供ネットワークを利用した情報連携を行わない
ため、評価書にある関連の記載をすべて削除。

－ 事後
重要な変更にあたらない。
（再実施による修正）

令和2年11月27日

Ⅵ－３　①
第三者点検
実施日

平成27年9月14日 令和2年10月7日 事後
重要な変更にあたらない。
（再実施による修正）

令和2年11月27日

Ⅵ－２　②
国民・住民等からの意見の聴
取
実施日・期間

平成27年6月15日～7月14日 令和2年6月15日～7月14日 事後
重要な変更にあたらない。
（再実施による修正）

令和2年11月27日

Ⅵ－２　④
国民・住民等からの意見の聴
取
主な意見の内容

・マイナンバーを導入することによってどのよう
なメリットがあるのかわからない。
・リスクへの対策をとっていても、悪意のある人
間による情報漏えいは起こるのではないか。
・情報漏えいしたときに市はどのような対応を取
るのか。
・情報連携における札幌市個人情報保護審議
会による承認とは何か。
・情報提供ネットワークシステムとの連携につい
て。

・マイナンバー制度は、行政の効率化にならな
いのではないか。
・マイナンバー制度は「公正・公平な社会の実
現」に繋がるとは思われない。
・個人番号を扱うシステムは、セキュリティを高
めても、不正アクセス・人為的エラーは防げな
い。
・マイナンバーカードは写真がついているからと
いって、本人確認に適しないことにもなりうる。
・紙・ＨＤＤなどのデータの消去・破砕は具体的
にどのように行われているのか。

事後
重要な変更にあたらない。
（再実施による修正）

令和2年11月27日
Ⅴ－１　③
手数料等

手数料額・納付方法：

手数料額・納付方法：手数料は無料。ただし写
しの交付を希望する場合は、交付費用の実費
相当の負担が必要。納付方法は現金、納入通
知書等による。

事後
重要な変更にあたらない。
（詳細の追加）

令和2年11月27日

Ⅵ－１　①
基礎項目評価
実施日

平成27年12月24日 令和2年11月4日 事後
重要な変更にあたらない。
（再実施による修正）

令和2年11月27日

Ⅳ－２
従事者に対する教育・啓発
具体的な方法

＜札幌市における措置＞
国民年金事務にかかわる職員（臨時職員等を
含む。）に対して、初任時及び一定期間ごとに、
必要な知識の習得に資するための研修（個人
情報保護、セキュリティ対策に関する内容を含
む。）を実施するとともに、その記録を残してい
る。

＜札幌市における措置＞
国民年金事務に携わる職員（会計年度任用職
員等を含む。）に対して、初任時及び一定期間
ごとに、必要な知識の習得のための研修（個人
情報保護、セキュリティ対策に関する内容を含
む。）を実施するとともに、その記録を残してい
る。

事後
重要な変更にあたらない。
（文言の修正）

令和2年11月27日
Ⅳ－３
その他のリスク対策

＜札幌市における措置＞
情報システム部門が管理するサーバー室に
て、統一した設備環境による高レベルのセキュ
リティ管理（入退室管理等）、情報システム部門
と委託業者による均一的で安定したシステム運
用・監視を実現する。

削除 事後
重要な変更にあたらない。
（期間経過による削除）

令和2年11月27日

Ⅳ－１　②
監査
具体的な内容

＜札幌市における措置＞
札幌市で毎年実施しているセキュリティ内部監
査で、本評価書に記載された事項が順守され
ているかどうかの確認を実施する。内容は以下
のとおり。
１　内部監査はすべての職場で実施する。
２　内部監査の結果を情報システム部門に報告
する。
３　必要に応じて情報システム部門が聞き取り
調査を行う。
４　聞き取り調査にあたっては、外部の専門家
の支援を受けながら実施する。

＜札幌市における措置＞
札幌市で毎年実施している個人番号利用事務
監査で、本評価書に記載された事項等が遵守
されているかどうかの確認を実施する。内容は
以下のとおり。
１　監査は全ての個人番号利用事務について
実施する。
２　現地監査を定期的に実施する。
３　監査結果に応じフォローアップを行う。
４　監査結果、フォローアップの結果は、番号制
度総括部門に報告する。

事後
重要な変更にあたらない。
（組織改編に伴う記載変更）
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